第31回全国町村職総決起集会にともなう総務省要請報告（財政政策関連）について
（2010春闘情報No.5）

自治労・全国町村評議会は、2月25日10時30分から、総務省交渉を行った。

　自治労からは本部より長沢組織対策局長（町村評事務局長）、全国町村評より飯塚議長、米山副議長ら全国幹事を含め13人が出席し、総務省からは、自治税務局・清水係長、自治財政局財政課・田中主査、交付税課・脇本係長、地方債課・小鍋係長、伊良部係長、財務調査課藤村係長が出席した。

　はじめに、飯塚議長が要求書を手渡し、総務省の回答を求めた。

（要求項目1）

国と地方の税源割合５：５は、従来から総務省が求めていることであり、皆さんと認識は一緒である。原口総務大臣も地方税の充実の方向性について国会で答弁し、昨年12月に策定された政府「税制改正大綱」においても国・地方の役割に見合った形へと税財源の配分のあり方を見直すと明記されている。この方向性に沿って検討を進めるべきものと考えている。地域偏在性に配慮した地方税体系の確立についてはみなさんと認識は一緒であり、地方消費税を中心に充実する方向が適切と考えている。　

（要求項目2）

①地方交付税制度の機能強化については、2010年度の地方交付税総額1.1兆円を増額し、地方財源を強化した。また、交付税の配分については、原口総務大臣から市町村へ配慮した配分とするよう指示されており、それを念頭に置いて検討を進めている。

②段階補正の復元については、過去の段階補正の削減や三位一体改革等で地方交付税が削減され、自主財源に乏しく条件不利地域にある小規模自治体が厳しい財政運営にあることは承知している。市町村に十分配慮した配分となるよう段階補正の見直しを検討している。

（要求項目3）

自治体財政健全化法は、財政指標の情報開示、地域住民へ公表の手続きを定め、自治体の自主的な財政健全化を促すもので、国の関与は必要最小限にとどめている。財政健全化は、自治体の責任において自主的な判断のもとで行われるべきものと考える。

（要求項目4）

①地方債は、地方財政法5条で学校や道路のような公共施設整備など、次世代に便益が及ぶ場合、その範囲内で発行できるとしているが、その特例として退職手当債は創設されている。退職手当債は、償還財源が得られる範囲で発行を許可しているが、総務省としては、その償還財源のあり方について各自治体の事情を聞いて柔軟に対応している。ただし、例えば、国の支給基準を超えて地域手当を支給する場合であれば、そういうものがなければ退職手当債を発行せずにすむ場合もあり、退職手当債の発行はそうした部分も考慮して許可している。

②公的資金補償金免除繰上げ償還は、2009年度までの措置に引き続き、財政健全化計画、公営企業経営健全化計画を策定し、行政改革等を行う自治体を対象に、2010年から3年間で1.1兆円の公的資金の補償金免除繰上げ償還を行い公債費負担の軽減をはかる。この行政改革は、2009年度までの措置と同様、過去の実績も加味する。集中改革プラン等で定員削減により人件費削減を進めているのは認識しているが、財務省の財政審等で補償金免除繰上げ償還を認めるにあたり、人件費のあり方が厳しく指摘されている。細部は今後の検討になるが、公債費負担の軽減を図っていきたいと考えている。

これらの回答に対し、自治労側から次の点を質した。

①過去の景気対策による地方債の償還と合併特例債の償還が重なり、町村の財政運営は今後も苦しい状況が続くことが予想される。条件不利地域において病院や地域交通を維持するため、自らの賃金削減を受け入れながら、なんとかやりくりしているのが実態である。また、町村は森林保全など、重要な役割を果たしており、そうした財政需要を取り入れていただくよう、現場の声を聞いていただきたい。

②ラスパイレス指数80の町村も珍しくなく、厳しい財政事情を踏まえ、賃金カットを苦渋の決断として受け入れているのが実態である。退職手当債等の申請にあたって、人件費に関わる部分については労使合意のうえで決定した計画であり、自治体の判断を尊重していただきたい。また、国の支給基準以上の地域手当の支給する自治体についての話しが出たが、寒冷地や条件不利地域などを踏まえ支給している手当のあり方については、労使合意や地域事情を考慮いただきたい。

　これに対し、総務省は以下のとおり回答した。

①地方交付税の算定は、市町村に十分配慮し、段階補正の見直しなどの検討を進めていく。また、森林関係についてはこれまでの地方交付税算定では、森林行政費として算定を行ってきたが、1.1兆円地方交付税を増額する中で、新たに林業の指標を用いた算定の方法の検討を進めているところ。

②退職手当債については、国会での審議で、自治体のモラルハザードにつながるとの意見、もっと緩やかに認めるべきなど、さまざまな意見をいただいている。総務省としては、自治体の計画を最大限尊重し、可能な限り自治体の要望に応えたいと考えている。一方、地域手当について、国の支給基準を超えて支給している自治体に退職手当債の発行を認めてよいのかという意見もある。地域手当のように国と比較可能な手当について指摘したが、退職手当債の発行に際し、個々の手当について細かく問題を指摘する考えはない。いずれにしても自治体の話を十分聞いて対応する。

　最後に、自治労側から市町村合併が一定の区切りとされたが、今後小規模自治体が行財政運営の機能強化を果たすために、財源の充実は不可欠である。現場の声を聞いていただき、今後も意見交換をお願いしたいとし、交渉を終えた。
